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*1   論者により様々な定義がなされているが、概して自治体の区域をいくつかに区分して、そこに行政の下部機関を設け、
そこへ行政事務の一部を移し一定の役割を持たせる（大川）、住民代表的な組織に付帯する（名和田）ことなどをいう。
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 （ベストフェスタin西  2009年11月7日筆者撮影）
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のがより実状に即した方法かもしれない。
次に、策定メンバー以外の一般住民の係わり方であるが、最もわかりやすい方法としてアンケート
調査がある。その場合、対象者は基本的には地区内の全戸を対象とするのがベストであるが、コスト・
労力的な制約がある場合、西地区で実施したように、住民の属性を偏りのないようサンプリングする
方法をとることが望ましい。また、限られた地域での調査であることから、予めその地域の課題など
をある程度把握した上で、ありきたりの内容とならないよう、地域の実状に即したアンケートの設問
項目とすることなども重要である。一方、アンケート調査はデータをとるという意義に加え、調査に
接することで、地域まちづくり計画や地域の課題などについて、住民自らが考える契機づくりにつな
がるという広報的な効果も期待できる。従ってアンケート調査は対象者だけでなく、調査を実施する
ことや設問内容について回覧などで地域全体に周知し、調査対象者以外からの自由意見も想定した方
法とすることが望ましい。
アンケート調査以上に重要と考えられるのが、聞取り調査である。聞取り調査は数字だけでは表し
にくい内容について行なうものあり、アンケート調査結果をフィードバックしながら行なうことで、
調査結果を深く分析することができ大変参考になる。西地区で行なったようなディスカッション方式
や、個人面談など、状況に応じ適切な方法をとることが望まれる。さらに、こうしたアンケート調査
結果、聞取り調査結果などを随時回覧や広報誌、HPなどで丁寧に地域にフィードバックし続け、広
く関心を喚起するとともに、地域づくりの担い手を増やしていく機会として積極的に活用していく事
も重要である。
(3)地域まちづくり計画策定における行政、専門家の役割
(2)で述べたように、地域まちづくり計画を策定する主体は地域住民であり、組織としては自治会や、
地縁団体などが考えられる。これまでこうした地域の団体は、行政の下部組織的な役割や、単なる親
睦団体としての活動に甘んじているケースが決して少なくなかった。そのような団体へ、これまでと
は少し次元の異なる「地域でのまちづくり」という概念を投げかけても、その策定方法という以前に、
計画の必要性を理解してもらうことは決して容易ではない。そこで、当然ながら計画策定に先立ち、
策定主体となる自治会や地縁団体などへの意識づけやエンパワメントが大変重要となる。具体的にど
の段階で、どのような支援が望ましいのかについては、西地区での事後聞取り調査から得られた意見
を参考にすると、概ね以下のように組み立てられる。
①事前の学習：住民自治の必要性、地域のまちづくりを住民主体で考える必要性について、先進地
の視察や、他地区の例なども参考にしながら共通理解を得られるようにする。
②地域の課題発見と分析：まちあるきやアンケート調査、聞取り調査など課題発見手法とそのまと
め方などについて事前学習と実作業を通して支援する。
③意見集約～ビジョン策定へ：実際の会議に参加しての要所でのアドバイスを行なう。　
西地区では、大学研究室と行政の地域担当者が支援を行なったが、支援者は例えばまちづくり系の
NPOや、先に示した湯沢市（表－1）のような、地域自治組織支援職員制度（湯沢市の場合は23地区
に408名の市職員を配置）などを設けることも考えられる。その際、現役職員だけでなく職員OBな
ども視野に入れて行なうことも有効であろう。このような場合重要なことは、単に数合わせ的に職員
を配置するということでなく、支援を行なう職員一人ひとりに対しても現場でとまどうことのないよ
う、十分な実践研修を行なうことである。
この他実務的なこととして、宇都宮市のように全市域でまちづくり計画を策定する予定がある場合
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は、全市共通のアンケート集計・分析ソフト（フォーマット）などを、市が地域に提供するというよ
うな支援もほしいところである。
(4)地域まちづくり計画の庁内での位置づけ
策定された地域まちづくり計画は、地域の総意を表したものでなくてはならない。そのためには、
計画の策定主体そのものが、住民にきちんと認知された組織である必要がある。住民に認知されてい
る組織でなければ、行政も「地域の代表」として認めることは難しいため、当然財政的な裏づけなど
をとることはできない。また、認知されていなければ、事業などの実施も結局地域でのごく限られた
人員のみで行なうことになり、地域の一体感に欠けるだけでなく、継続性の面からもムリが生じると
考えられる。従って、地域まちづくり計画の策定主体は、地域の様々な団体とのネットワークを持ち
つつ、地域の総意を表わしたものであるという大前提が不可欠となる。
次に、この認知された団体が策定した地域まちづくり計画のなかで、行政が絡んでくる事業につい
ては、それが着実に実現されるよう、当然行政計画と連動していることが重要となる。そのためには、
例えば高知市のように、地域からの計画案が出された段階で、予算的なことを視野に入れ、行政内部
でその実現性などについて検討・調整し、再度地域に返すというような仕組みも考えられる。こういっ
た手法をとるには多くの時間がかかり、行政内部の調整にも大変な労力を要すと考えられるが、そう
いうプロセスを経ることで、住民もまちづくり計画の何たるかを理解し、それへの責任感や自治意識
が徐々に芽生え、培われていく効果が期待できるのではないか。
地域が主体となるような事業についての予算措置は、従来個別の事業に対しなされているのが一般
的であったが、近年、包括的にまとめた形をとる自治体が増えてきている。包括型とする目的の一つ
は、例えば地域がその実状に応じて新規事業を増やすなど、予算を自由裁量で柔軟に使えるようにす
るということがあるが、実際に包括型の予算としている自治体の例をみると、現時点においては、必
ずしもうまくその目的を果たしているとは言い切れないようである *10。その背景には、包括的な予
算措置をとる一方で、執行する組織体の構成員や既存事業継続などをこれまで通り規定していたこと
などがある。従って、地域が主体となる事業に対して包括的な予算措置をとる場合、地域住民自らが
考えた事業などについて、自由な予算運用が行いやすいよう、規定を設けすぎないことも考慮すべき
であろう。
5．おわりに
本稿では、宇都宮市西地区の実践や先進自治体の事例から、地域まちづくり計画策定についての望
ましいあり方について触れてきたが、そもそもなぜ地域にまちづくり計画が必要なのか、このことに
対し、まずその必要性・重要性についての共通理解がなければ、策定のスタートラインにつくことも
ままならない。地域では既に積年にわたって毎年「事業計画」*11というものが立てられ、それに関
しての予算が組まれているため、そうした既存の「事業計画」と「まちづくり計画」がどう違うのか
について、住民間の共通理解を得ていくことは不可欠となる。地域における既存の事業計画は、単年
度のものであり、特段の事情が生じない限り前年踏襲型で組み立てられていくのに対し、まちづくり
　
*10 堤可南子他「地域住民自治組織に対する権限委譲施策の運用実態」都市計画学会論文集によると、福岡市では地域自
治組織への既存補助金を一本化する一方で、既存事業を必須事業と規定したため、新規事業展開などには至らなかっ
たという。
*11  地域で行なわれている様々な親睦活動（体育祭、敬老会など）や、防犯活動などについての単年度計画。
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計画は、地域の将来こうありたいという姿（ビジョン）を明確にし、それに対しての現状把握、そし
て現状と将来像との乖離を課題として捉え、この課題を乗り越えていくためには誰がどういうアク
ションを起こしていったらよいのかを具体化していくものである。
本稿では、宇都宮市における地域まちづくり計画の策定事例を検証することで、都市内分権の可能
性と課題について、いくつかのヒントを得た。
わが国において、今後さらに進行する人口減少と超高齢社会というドラスティックな社会の変化に
対応していくためには、国や自治体だけでなく、地域で行なう事業の内容も当然大幅に見直されてい
くべきであろう。その優先順位の根拠となるのが、まさに地域の将来像を描く地域まちづくり計画で
あり地域ビジョンなのである。ただ、地域まちづくり計画の策定主体となるはずの肝心の住民たちは、
近年、地域のことなどに無関心な層が増えてきているという厳しい実状もある。このような事を考え
合わせると、前述したような住民のまちづくりに対する意識づけやスキルアップに係わる支援だけで
なく、長期的な視点に立つものとして、住民たちが自分たちの住む地域のことに広く関心を持ち、相
応の課題解決力を身につけられるよう、例えば子どもの頃からの「まちづくり教育」的なプログラム
を、学校教育現場などで展開していくことも検討すべきであろう。
本稿執筆に当たっては、西地区まちづくり推進協議会、ビジョン策定部会メンバー及び、宇都宮市
地区行政課、みんなでまちづくり課の方々にご協力いただきました。末筆ながら感謝申し上げます。
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